
 

福岡市成年後見制度利用支援事業実施要領 
（目的） 

第１条 この要領は、福岡市成年後見制度利用支援事業実施要綱（以下「要綱」という。）に基づ

き、市長が行う審判請求等の事務に必要な事項を定めることを目的とする。 

（要支援者調査） 

第２条 要綱第３条第１項に規定する調査は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 要支援者の事理弁識能力の程度について、主治医の診断書等により調査する。 

(2) 要支援者の生活状況、心身の状況、財産・収支の状況等について、家庭裁判所様式（申立事

情説明書）を参考に要支援者の面接や、要支援者の状況を知る者からの聴取等により調査す

る。 

(3) 戸籍調査：謄本等の交付を受け、要支援者の配偶者及び二親等内の親族の存否を確認する。

ただし、要支援者の保護を図るため、速やかに市長審判請求の手続きを行う必要がある場合

については、親族等の存否に係る戸籍調査は審判の申立てを行った上で並行して行うことが

できる。 

(4) 意向調査：二親等内の親族に対する意向調査は、後見制度の利用に関する意向確認書（様式

第１号）により行う。 

(5) 利用意見調査：要支援者の推定相続人の意見については、家庭裁判所所定の様式により調査

する。 

(6) 法務局への照会により、要支援者が、成年被後見人、被保佐人又は被補助人でないこと及び

任意後見契約を締結していないことを確認する。 

(7) その他、審判請求を判断するにあたって必要とする事項 

（市長が審判請求で負担する費用） 

第３条 要綱第７条第 1 項に規定する費用は次に掲げるものとする。 

(1) 申立手数料 

(2) 登記手数料 

(3) 郵便切手代 

(4) 鑑定費用 

２ 要綱第７条第２項に規定する費用は次に掲げるものとする。 

(1) 診断書料 

(2) その他添付書類に要する経費の実費 

（審判請求費用等求償の申立て） 

第４条 要綱第８条に規定する費用の求償を行う場合は、成年後見等開始審判の請求を行う際に、

家庭裁判所に対して、家事事件手続法第 28 条第２項による申立てを行う。なお、上記申立てに

よるほか、民法 702 条の規定により費用求償できるものとする。 

（費用求償の通知） 

第５条 前条に規定する申立てに対し、要支援者が審判請求に要した費用を負担することを家庭

裁判所が認めた場合又は民法 702 条の規定により要支援者等に対して費用求償を行う場合は、



 

要支援者に対して、後見等開始審判請求費用求償決定書（様式第２号）により通知するものとす

る。 

（求償の方法） 

第６条 市長は、前条の費用負担義務者に対して、納入通知書を送付する。 

（求償の減免） 

第７条 市長は、第５条に規定する費用求償の決定後において、疾病、災害等により、費用負担義

務者の負担能力に著しい変化が生じ、支払いが困難であると認められる場合又はその他特別の

理由があると認められる場合には、費用負担の減免を行うことができる。 

（後見人等報酬の助成額） 

第８条 要綱第９条に規定する助成額（要綱第 10 条により準用する場合を含む）は、次の各号の

とおりとする。 

(1) 同条第１項第１号及び第２号に該当する者は家庭裁判所が決定する後見人等の報酬額と次

項に定める上限額の低い方。 

(2) 同項第３号に該当する者は前号で求めた後見人等の報酬を負担することで生活保護法の保

護の基準を下回る額。 

(3) 同項第４号に該当する者はその困難な状況に応じて市長が必要と認めた額。 

(4) 報酬付与審判の対象期間に助成対象期間に含まれない期間がある場合は、第 1 号の規定は

「家庭裁判所が決定した後見人等の報酬額を助成対象期間の月数で月割計算した額（当該

算出額に 10 円未満の端数が生じる場合は、端数を切り捨てた額）と次項に定める上限額の

低い方」と読み替える。 

２ 前項に規定する助成額の上限は、次の各号より算出した額とする。 

(1) 施設等に入所している者については月額 18,000 円を、その他の者については月額 28,000 円

を上限とする。 

(2) 助成対象期間に、施設等に入所している期間とその他の期間が混在している月がある場合

は、施設等に入所している期間の日数が半数以上の月は、月額 18,000 円を上限とし、施設

等に入所している期間の日数が半数に満たない月は、月額 28,000 円を上限とする。 

(3) 助成対象期間において、１月に満たない日数の月があるときは、助成上限額は、前２号に規

定する月額の上限額の日割り計算により算出する。当該算出額に 10 円未満の端数が生じる

場合は、端数を切り捨てた額を助成上限額とする。 

３ 後見人報酬について他の制度により、要支援者が助成を受けている場合は、前２項に規定する

助成額から他の制度から受けた助成額を差し引いた金額を助成額とする。 

４ 報酬助成の対象となる要支援者が死亡した後の助成額は、前項までの規定により算出した額

から、遺留金額を差し引いた額とする。 

５ 第２項第 1 号に規定する施設等は次に掲げるものとする。 

(1) 生活保護法にいう保護施設 

(2) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律にいう指定障害者支援施設、

指定療養介護事業所 

(3) 老人福祉法にいう老人福祉施設のうち老人短期入所施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホ

ーム、軽費老人ホーム又は国立保養所 

(4) 介護保険法にいう介護保険施設（指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設及び介護医療院



 

をいう） 

(5) 介護保険法にいう認知症対応型共同生活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護 

(6) 老人福祉法にいう有料老人ホーム 

(7) 高齢者の居住の安定確保に関する法律にいうサービス付き高齢者向け住宅 

(8) 医療法にいう医療提供施設 

 

６ 複数人の後見人等が選任されている場合は、各々の報酬を合算し、第１項から第６項の規定に

より算出した額を助成する。 

（後見人等報酬の助成方法） 

第９条 要綱第９条の助成（要綱第 10 条により準用する場合を含む）を受けようとする者は、後

見人等報酬助成申請書（様式第３号）及び現況報告書（様式第４号）に家庭裁判所が発行する報

酬付与審判書の写し、登記事項証明書の写し又は後見人等の審判書の写し及び審判確定証明書

の写し、その他在宅での生活及び施設等に入所している期間が確認できる書類等を添付し、市長

に提出する。 

２ 市長は、前項の規定により提出された申請書及び要支援者等の収入状況等を審査し、その結果

を後見人等報酬助成（決定・却下）通知書（様式第５号）にて、申請者に通知する。 

３ 前項の決定通知書を受けた者は、市長に対し、助成金の請求をするものとする。 

４ 助成金は、原則として、要支援者名義の金融機関口座又は「（要支援者名）成年後見人（後見

人等名）」等、後見人等の管理下に置かれていることが明示された金融機関口座に振り込むもの

とする。 

 

 

 

 

附 則 

この要領は、平成 17 年４月１日より施行する。 

附 則 

この要領は、平成 19 年４月１日より施行する。 

附 則 

この要領は、平成 25 年１月１日より施行する。 

 附 則 

この要領は、平成 27 年４月１日より施行する。 

 附 則 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

 附 則 

１ この要領は、令和４年６月１日から施行する。 

２ この要領による改正前の福岡市成年後見制度利用支援事業実施要領の規定に基づいて作成

した様式は、所要の調整をして当分の間使用することができる。 

 附 則 

この要領は、令和５年４月１日より施行する。 

附 則 

この要領は、令和５年８月１日から施行する。 



 

附 則 

１ この要領は、令和８年６月１日から施行する。 

２ 第８条第５項第３号から第７号の規定にかかわらず、施行の日までの期間の後見人等報酬

の助成額については、なお従前の例による。 

３ この要領による改正前の福岡市成年後見制度利用支援事業実施要領の規定に基づいて作成

した様式は、所要の調整をして当分の間使用することができる。 

 


